
誓  約  書 

 

令和  年  月  日 

 

松山市長 様 

 

                申請者 郵 便 番 号 

                    事務所の所在地 

                    団 体 の 名 称  

                    代 表 者 氏 名  

 

 

 道後温泉本館等の指定管理者の指定申請を行うにあたり、下記に記載した事項には該当しません。 

 

記 

 

・地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 92 条の 2、第 142条、第 180条の 5 第 6項の規定

に抵触することとなる者。 

・地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者。 

・松山市及び松山市公営企業局の入札参加資格停止、又は入札参加資格回避の措置を受けてい

る期間中の者。 

・地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、本市又は他の地方公共団体から指定を取り消

され、当該処分の日から起算して２年を経過していない者。 

・商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条の規定に基づく整理開始の申立て若しくは通告、破

産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定に基づく破産の申立て、会社

更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

る者。会社更生法又は民事再生法の規定に基づく更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなさ

れた者であって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。） 

・「松山市指定管理者からの暴力団排除に関する合意書」第２条に該当している者。 

・宗教活動及び政治活動を主たる目的としている者。 

 

【様式第５号】 


